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第１章 総則 

 

 (名称) 

第１条 本機構は、日本文紙データ交換機構（英文名 JAPAN STATIONERY 

 ELECTRONIC DATA INTERCHANGE ORGANIZATION｡略称「ＳＥＤＩＯ」) 

と称する。 

 

 (事務所) 

第２条 本機構は、主たる事務所を東京都台東区に置く。 

 

 (目的) 

第３条 本機構は、文具及び紙製品業界(以下、「文紙業界」と称する)の近代化、合理 

   化を推進するため、文紙業界に包括的な統一データ交換(ＥＤＩ)ネットワークを 

   構築し、データ交換の効率良い運営を図ることにより、文紙業界の健全な発展の 

   向上に寄与することを目的とする。 

 
 

第２章 事業 

 

 (事業) 

第４条 本機構は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

   (１) ネットワークを利用した受発注事業等に関わるデータ交換事業 

   (２) データ交換の標準化、普及推進事業 

   (３) データ交換に関する調査研究事業 

   (４) 会員の募集並びに名簿の作成及び管理 

    (５) 公共機関及び関連業界との文紙データ交換推進のための連携及び協力 

   (６) その他、本機構の目的を達成するために必要な事業 

  ２ データ交換事業のサービスを受ける者は、別途定める利用料金を納めなければならない。 

  ３ 利用料金に関する事項は、理事会で定めるものとする。 



 

 
 

第３章 会員 

 

 (利用) 

第５条 本機構が運営するＳＥＤＩＯ－ＶＡＮは、本機構会員並びにその他の企業も利 

   用することができる。 

 

 (会員の種類) 

第６条 本機構は、次に掲げる資格を有するもののうち、別に定める入会申込みをなし 

   た者をもって構成する。 

   (１) 製造業会員  文紙業界及び関連業界の製造業会員 

   (２) 卸売業会員  文紙業界及び関連業界の卸売業会員 

   (３) 小売業会員  文紙業界及び関連業界の小売業会員 

   (４) その他会員  当団体に関連するその他企業会員 

 
  

 (入会) 

第７条 本機構の会員になろうとするときは、所定の申込書に記入して申し込まなけれ 

   ばならない。 

  ２ 前項の入会は、代表理事の承認を得なければならない。 

 

 (会費) 

第８条 会員は、会員の種類により、会費を納めなければならない。 

   

  ２ 会費に関する事項は、理事会で定めるものとする。 

 
 
 

 (退会) 

第９条 会員が、本機構の運営するデータ交換の利用を止めるときは、その旨記載した 



 

   書面を本機構に届け出て退会することができる。 

  ２ 会員は、退会の届け出をしようとするときは、未納会費の納入等の義務を退会 

   の届け出と同時に行わなければならない。 

  ３ 会員は、退会しても既納の会費を返戻請求することができない。 

 

 (除名) 

第 10 条 会員が、次の各号の一に該当する場合、本機構は総会の議決により当該会員を 

   除名することができる。 

   (１) 本機構の定款に違反したとき  

   (２) 会費の納入その他本機構に対する義務の履行を甚だしく怠ったとき 

   (３) 本機構の名誉を毀損する行為、又は本機構の事業を妨げる行為、その他本 

     機構の目的に著しく反すると認められる行為があったとき。 

 
 

第４章 役員等 

 

 (役員の種類、数) 

第 11 条 本機構に次の役員を置く。 

     代表理事  若干名 

     専務理事  1 名 

     理事    １５名以上２０名以内  

     監事     ２名 

 

 (役員の選任) 

第 12 条 代表理事及び理事は、本機構に参加する業界団体から推薦された者を理事会に 

   おいて承認し、総会において選任する。 

 

  ２ 専務理事は理事会において推薦されたものを、総会において選任する。 

  ３ 監事は、理事会において推薦し、総会において選任する。 



 

  ４ 代表理事、又は理事に欠員を生じ、これを補充する必要があるときは、理事会 

   が開催されるまでの間において、代表理事会においてこれを選任することを妨げ 

   ない。 

 

 (役員の職務) 

第13条 代表理事は、会務を総理する。 

  ２ 専務理事は代表理事を補佐して、業務を統括する。代表理事に事故があるとき 

   又は代表理事がともに欠けたときは、その職務を代行する。 

  ３ 理事は、この定款に定めるところにより、会務の執行にあたるほか、理事会の 

   定めるところにより、会務の運営にあたるものとする。 

  ４ 監事は、会計を監査する。 

 

 (役員の任期) 

第14条 代表理事、専務理事、理事の任期は就任後２年以内、また、監事の任期は就任後 

４年以内の最終事業年度に関する通常総会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 

  ２ 代表理事、専務理事、理事、及び監事は、任期満了後であっても、後任者が就任するまで 

   は、なおその職務を行うものとする。 

  ３ 補欠、又は増員により就任した役員の任期は、前任者又は他の役員の残任期間 

   とする。 

 

 (役員の解任) 

第 15 条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会における決議に基づいて解任す 

    ることができる。 

   (１) 心身の故障のために職務の執行に耐えない場合 

   (２) 職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があるとき 

 

 (事務局) 

第 16 条 本機構の事務を処理するために、事務局を置く。 



 

  ２ 事務局に有給職員若干名を置くことができる。 

  ３ 事務局の職務規程は、理事会で別に定める。 

 
 

第５章 総会及び理事会 

 

 (総会) 

第 17 条 本機構の総会は、通常総会、及び臨時総会とする。 

  ２ 通常総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、臨時総会は何時でも代表理事が 

   理事会の議決を経て召集する。 

  ３ 総会は、正会員及び団体会員で構成する。 

 

 (召集の方法) 

第 18 条 総会の召集は、会員に会議の目的たる事項、日時、及び場所を示して、会 

   日の１０日前までに文書をもって通知しなければならない。 

 

 (定足数) 

第 19 条 総会は、正会員及び団体会員総数の２分の１以上の出席がなければ成立し 

   ない。 

  ２ 会員は、代理人に委任して、その議決権を行使することができる。ただし、代 

   理人は委任状を提出しなければならない。 

 

 (議長) 

第 20 条 総会の議長は、(予め定めた順位により)代表理事がこれにあたる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 (議決事項) 

第 21 条 この定款において別に定める事項のほか、次の事項は総会の議決を経なけ 

   ればならない。 

   (１) 定款の変更 

   (２) 収支予算、及び事業計画の決定、又は変更 

   (３) 収支決算、及び事業報告の承認 

   (４) 代表理事、理事、及び監事の選任 

    (５) その他、理事会が必要と認めた事項 

 

 (議決) 

第 22 条 総会の議決は、この定款で特に定める場合を除き、出席会員の過半数をも 

   ってこれを決する。ただし、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

 (議事録) 

第 23 条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

  ２ 議事録には、議長、及び出席理事２名以上がこれに記名捺印するものとする。 

 
 

 (理事会) 

第 24 条 理事会は、理事をもって構成し、必要に応じ開催する。 

  ２ 理事会は、代表理事がこれを召集し、その議長は代表理事がこれにあたる。 

  ３ 理事会は、本機構の運営に関する事項を審議決定する。 

  ４ 理事会は、理事の過半数の出席により成立し、議事は、出席理事の過半数によ 

   って決定する。 

  ５ 理事は、他の出席理事を代理人として、その議決権を行使することができる。 

    ただし、代理人は、委任状を提出しなければならない。この場合理事会の成立、 

及びその議事の決定に関しては、これを出席した理事とみなす。 

  ６ 議事録には、議長、及び出席理事がこれに記名捺印するものとする。 



 

  ７ 理事会の召集は、会議の目的、日時、及び場所を示して、会日の７日前までに 

   文書をもって通知しなければならない。ただし、緊急を要する事項についてはこ 

   の限りではない。 

  ８ 理事会は、通常業務の遂行にあたり、必要に応じ部会、委員会等を置き本機構 

   の運営に関する事項を委嘱することができる。 

 
 

第６章 資産及び会計 

 

 (事業年度) 

第 25 条 本機構の事業年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

 (資産) 

第26条 本機構の資産は、会員の会費、補助金、寄附金、事業手数料及びその他の収入 

よりなる。 

  ２ 本機構の経費は、資産をもってこれに充てる。 

 

 (事業及び決算の報告) 

第 27 条 代表理事は、毎事業年度終了後、すみやかに事業報告書、及び収支決算書を作 

   成し、理事会の議決を経たのち監事の監査を受け、通常総会の承認を得なければならない。 

 
 
 
 

第７章 定款の変更及び解散 

 

 (定款の変更) 

第 28 条 本機構の定款変更は、総会の議決により行うものとする。 

 

 (解散) 

第 29 条 本機構の解散は、総会において正会員の４分の３以上をもって決するものとする。 

 



 

 (清算人) 

第 30 条 清算人は、総会において選任する。 

 

 (残余財産の処分) 

第 31 条 本機構の清算後の残余財産の処分は、総会の議決を経て行わなければなら 

   ない。 

 
 

  附  則 

１ この定款は、平成２０年６月６日より施行する。 

２ 本機構の役員は、付表１のとおりとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

付表１ 

 

本機構の役員は(一般社団法人)全日本文具協会、全日本紙製品工業組合、日本文紙事務器卸団

体連合会、(一般社団法人)全日本文具事務用品団体総連合から推薦された者です。 

 

      日本文紙ﾃﾞｰﾀ交換機構役員名簿 

 
     代表理事 
 
       宮本 彰   （(社)全日本文具協会理事） 
       黒田 章裕  （全日本紙製品工業組合理事長） 
       加賀 昌之  （日本文紙事務器卸団体連合会副会長） 
 
     専務理事 
  
       宮本 英晴  （(株)キングジム       常務） 
 
     理  事 
 
         長谷川 澄雄  （ヤマト(株)            会長） 

今泉 嘉久    （プラス(株)         会長） 
田中 経久    （(株)LIHITLAB       会長） 

         西村 貞一    （(株)サクラクレパス     会長） 
       数原 英一郎  （三菱鉛筆(株)        社長） 
       石川 真一  （ゼブラ(株)         社長） 
          和田 優     （ぺんてる(株)        社長） 
        高島 正廣    （菅公工業(株)        社長） 
       志方 弘嗣    （ダイゴー(株)        社長） 
       片岸 茂     （ショウワノート(株)     社長） 
       中井 悦朗  （オキナ(株)                  社長） 
       池田 九市郎 （三菱文具(株)        会長） 
              沖本 光旦  （(株)フォーデック      社長） 
              原田 晴司  （(株)東京クラウン     副社長） 
          池田 文雄  （(株)池田屋         社長） 
 
     監  事 
 
          森  誠      （カール事務器(株)      社長） 
   
                                  順不同敬称略 
 

 


